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平成２４年度 当初予算案主要事項説明

健 康 福 祉 部
商工労働観光部
建 設 交 通 部

事 業 名 京都式地域包括ケア推進費

予 算 額 ４，４３２，４６５千円 新規・継続の別 継続

１ 趣 旨
高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らせる「あんしん社会」を構築

するため、医療、介護、福祉のサービスを一体的に提供する「地域包括
ケア」の実現に向けて、京都地域包括ケア推進機構（以下「推進機構」）
を中心にオール京都体制での取組を推進

２ 事業概要

■ 地域包括ケア総合交付金 2,179,771千円【1-(1)】
・市町村の主体的な取組や推進機構の各専門団体の取組を支援
・地域密着型小規模介護施設等の整備促進

事 業 内 容 ■「在宅療養あんしん病院登録システム」の推進強化 115,000千円【1-(2)】
・在宅療養あんしん病院登録システムの定着促進

目 的 ・在宅医療対応力向上等の支援
対 象
方 法 等 ■ 総合的な地域包括ケア人材の確保・育成 776,485千円【1-(3)】

・介護・福祉人材の６，０００人確保
・北部地域の地域包括ケア人材の９００人確保
・修学資金貸与など看護師確保の推進
・多職種協働による在宅チームの育成

■ 認知症の総合対策の推進等 60,700千円【1-(4)】
・「物忘れ封じカフェ」の推進
・認知症疾患医療センターの展開
・権利擁護支援センターの設置
・「京都高齢者あんしんサポート企業」の推進

■ 地域包括ケアの基盤整備 1,183,790千円【1-(5)】
・特別養護老人ホーム等の整備促進
・あんしんサポートハウスの整備
・推進機構の事業展開とブランチの設置

■ 総合リハビリテーションの充実 116,719千円【1-(6)】
・急性期から在宅療養まで一貫したリハビリ提供体制の整備

高齢者支援課 介護計画・管理担当 075-414-4578
福祉ｻｰﾋﾞｽ担当 075-414-4574
介護予防・認定担当 075-414-4570
地域包括ケア推進担当 075-822-3562

ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ支援ｾﾝﾀｰ ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ支援担当 075-251-5399
担当課名 福祉・援護課 地域･福祉のまち推進担当 課･担当 電話番号 075-414-4551

介護・福祉事業課 振興担当 075-414-4561
医 療 課 医務･看護担当 075-414-4749
障害者支援課 計画・地域支援担当 075-414-4611
緊急経済･雇用対策課 緊急経済・雇用対策担当 075-414-4872
住 宅 課 計画担当 075-414-5361

健康福祉－１



平成２４年度 当初予算案主要事項説明

健康福祉部・建設交通部

京都式地域包括ケア推進費
事 業 名

（地域包括ケア総合交付金）

予 算 額 ２，１７９，７７１千円 新規・継続の別 継続

１ ソフト事業（300,000千円）

地域の特性に応じた市町村の積極的な取組を支援

・地域格差の解消に関する事業
（介護人材のＵ・Ｉターンの促進）
（過疎地域等の安定的な介護サービス提供の促進）等

・高齢者の集いの場づくりに関する事業
（物忘れ封じカフェの設置）
（いきいきサロンの設置）等

・高齢者の日常生活支援に関する事業
事 業 内 容 （暮らしのサポートコーディネーターの設置）等

・地域ネットワークの強化・構築に関する事業
目 的
対 象 推進機構構成団体等の各専門分野を活かした取組を支援
方 法 等

・医療関係団体による地域医療の充実に向けた取組
・介護関係団体による医療連携強化やサービス向上に向けた取組
・福祉関係団体による地域特性に応じたネットワーク強化の取組
・大学等研究機関による介護予防の効果検証などの取組 等

２ ハード事業（1,879,771千円）

地域密着型小規模介護施設等の整備

・地域密着型の小規模多機能介護施設等の整備

安心住まいの推進

・高齢者の転倒防止等のため、住宅改修経費を助成

高齢者向け優良賃貸住宅の普及推進

・民間事業者が行う高齢者向け地域優良賃貸住宅の家賃減額補助

高齢者支援課 介護計画・管理担当 075-414-4578
福祉サービス担当 075-414-4574

担当課名 介護予防・認定担当 課･担当 電話番号 075-414-4570
地域包括ケア推進担当 075-822-3562

住 宅 課 計画担当 075-414-5361

健康福祉－１－(1)



平成２４年度 当初予算案主要事項説明

健康福祉部

京都式地域包括ケア推進費
事 業 名

（在宅療養あんしん病院登録システム推進強化費）

予 算 額 １１５，０００千円 新規・継続の別 新規・継続

１ 在宅療養あんしん病院登録システムの定着促進（106,000千円）

▲

趣 旨
在宅で療養する高齢者がいつでも必要な時に安心して適切な医療サー

ビスを利用できるよう、複数のかかりつけ医の選定や地域包括ケア支援
病院への登録を実施するなど、高齢者の住み慣れた地域での暮らしを支
援する。

▲

事業概要

● ドクターズネットを活用したかかりつけ医の紹介
事 業 内 容 ・府医師会のドクターズネットを活用し、かかりつけ医や副かかり

つけ医の紹介や選定を行うとともに、かかりつけ医と副かかりつ
目 的 け医で病状、既往歴、服薬状況等の情報共有を図る。
対 象

方 法 等 ● 「在宅療養あんしん病院登録システム」の推進
・事前にかかりつけ医等を通じて複数の病院に登録し、体調等不安

があるときに確実に入院できるシステムの定着と普及を図る。

①「京都府在宅療養あんしん病院」を府が指定し、在宅療養者の
事前登録などに対して助成する。

②「在宅療養あんしん病院登録システム」について、公開講座等
により広く府民に周知を図り制度定着を推進する。

２ 在宅医療の対応力向上等の支援（9,000千円）

▲

趣 旨
地域の在宅医療の要となるかかりつけ医の在宅療養者への対応力の向

上を支援し、在宅療養者が地域で安心して暮らせる体制を確保する。

▲

事業概要
在宅医療を推進するリーダーの養成や症状別対応テキストを作成・普

及させることにより、かかりつけ医の対応力向上を図る。

担当課名 医療課 医務・看護担当 課･担当 電話番号 075-414-4749

健康福祉－１－(2)



平成２４年度 当初予算案主要事項説明

健康福祉部

京都式地域包括ケア推進費
事 業 名

（総合的地域包括ケア人材確保・育成費）

予 算 額 ７７６，４８５千円 新規・継続の別 継続

１ 介護・福祉人材の６，０００人確保

▲

趣 旨
介護・福祉分野において安定したサービスが可能となるよう総合的な対策

を実施し、３年間で新たに６，０００人の確保・定着を図る。

▲

事業概要
① 福祉人材カフェ・マッチング事業（就職相談による就職活動支援等）
② 介護・福祉人材づくり派遣事業（派遣就業による定着支援等）
③ 福祉職場就職フェア等の開催（合同就職説明会の開催等）
④ 大学連携福祉人材養成事業（新卒学生の就業支援、合同説明会等）
⑤ 人材育成・定着システム導入促進事業（定着計画策定事業所への支援等）
⑥ プラットホーム運営事業（ワーキンググループ運営支援等）

２ 府北部地域人材確保推進事業

▲

趣 旨
事 業 内 容 府北部地域において介護・福祉人材を集中的に養成・確保する取組を実施

し、３年間で新たに９００人の確保・定着を図る。
目 的
対 象

▲
事業概要

方 法 等 ① 北部福祉人材緊急確保事業（介護職の即戦力養成、福祉職場の紹介等）
② 北部人材養成・定着推進事業（小中高生等への福祉職場理解等）

３ 地域包括ケアを担う看護師の確保対策

▲

趣 旨
安定した看護サービスの提供が可能となるよう、看護職員の人材確保・定

着を図るための総合的な対策を実施

▲

事業概要
① 看護師等修学資金貸与事業（看護学生への修学資金の貸付）
② 看護職確保定着対策事業（就業フェアの開催、ＯＪＴ研修の支援等）
③ 看護人材確保支援事業（未就業看護職への就業あっせん等））
④ 京都府北部看護職復職支援事業（未就業看護職の再就職支援等）

４ 地域包括ケアを担う「在宅チーム」の育成

▲

趣 旨
在宅ケアに携わる多職種（医師、歯科医師、看護師、薬剤師、ケアマネー

ジャー等）のチームサポート体制の構築に向けた人材を育成する。

▲

事業概要
在宅チームの人材育成を担う府リーダーと、地域で在宅チームに携わる地

域リーダーの養成

高齢者支援課 地域包括ケア推進担当 075-822-3562
担当課名 介護・福祉事業課 振興担当 課･担当 電話番号 075-414-4561

医療課 医務・看護担当 075-414-4749

健康福祉－１－(3)



平成２４年度 当初予算案主要事項説明

健康福祉部

京都式地域包括ケア推進費
事 業 名

（認知症総合対策推進費）

予 算 額 ６０，７００千円 新規・継続の別 新規・継続

１ 趣 旨
認知症の早期発見や専門的な診断、適切な入・退院対応など、一連のサービ

スを総合的に充実し、医療・介護・福祉の連携体制の強化を図る。

２ 事業概要

(１)「物忘れ封じカフェ」の推進

認知症初期（軽度）の人が集い、医療的な関わりを受けながら、ボランティ
ア活動等役割を与えられる場の設置を推進する。

( 市 町 村 )
個別訪問 総合交付金

軽度の 認知症地域支援推進員 京都府
認知症
高齢者 利 用
など 物忘れ封じカフェ 推進機構

伴走支援

事業内容 (２)認知症疾患医療センターの設置

目 的 認知症の専門医や相談員を配置し、認知症疾患における鑑別診断、地域の医
対 象 療機関等の紹介、問題行動への対応についての相談等を実施する。
方 法 等 ▲

府内３カ所：府立医大附属病院、洛南病院、舞鶴医療センター

(３)京都府権利擁護支援センターの設置

高齢者、障害者の虐待対応困難事例等に係る市町村等への支援、虐待対応関
係者の資質向上、成年後見制度の利用促進を図る。

▲

専門職チームの派遣調整、虐待事例の検討会・研修会の開催による関係者
の資質向上、成年後見制度に係る市町村等に対する相談窓口

▲

虐待防止シェルターを設置（２床）し、市町村が保護・分離の措置を講じ
るまでの間、緊急一時的に避難させる場所を確保する。

(４)「京都高齢者あんしんサポート企業」の推進

地域の民間事業所が業務活動を通じて、高齢者の日常生活をサポートするこ
とで、地域で高齢者を支える体制づくりを推進する。

▲

主なサポート事例 ・買い物等で訪れる高齢者への声かけ
・高齢者が買い物をする際の案内等の支援
・必要に応じ相談窓口を照会

高齢者支援課 介護予防・認定担当 075-414-4570
担当課名 地域包括ケア推進担当 課･担当 電話番号 075-822-3562

障害者支援課 計画･地域支援担当 075-414-4611
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平成２４年度 当初予算案主要事項説明

健康福祉部

京都式地域包括ケア推進費
事 業 名

（地域包括ケア基盤整備費）

予 算 額 １，１８３，７９０千円 新規・継続の別 継続

１ 高齢者あんしんサポートハウスの整備促進

▲

趣 旨
自立生活がやや困難な高齢者が、負担が少なく見守りや食事のサービス提

供を受けながら、安心して暮らしていくための施設整備を推進する。

▲

事業概要

整備床数 １００床

対象者等 要支援、要介護１～３程度の高齢者
（※低所得者の利用料金負担を軽減する仕組みを導入）

社会福祉法人等に対する助成
補助内容 ①創設基本補助（施設の本体整備）

②特別補助 （連携相談室、地域交流スペース等）
③開設準備経費（開設前の人材確保や移転経費等）

２ 特別養護老人ホーム等の整備促進
事 業 内 容 ▲

趣 旨
目 的 必要な介護保険サービスを提供するとともに、地域包括ケアの推進を図る

ため、特別養護老人ホーム等の整備に対して助成する。
対 象 ▲

事業概要
方 法 等

区 分 施設種別（定員）

創 設 特別養護老人ホーム （90人）
併 設：ショートステイベッド（20人）

増 築 特別養護老人ホーム （20人）

３ 京都地域包括ケア推進機構の事業展開

Ì趣 旨
オール京都体制で取り組む「京都地域包括ケア推進機構」を引き続き設置

運営し、構成団体の専門家からなるスーパーバイザーを中心に事業プロジェ
クトを展開する。

Ì事業概要
地域包括ケアの取組を府内全域に浸透させるため、地域の実情に合わせた

地域密着の事業執行をサポートするブランチ機能を拡充する。

・南丹ブランチの継続（過疎地域等での介護サービス確保対策への支援）

・乙訓ブランチの新設（認知症総合対策のモデル地域展開等を支援）

高齢者支援課 介護予防・認定担当 075-414-4570
福祉サービス担当 075-414-4574

担当課名 地域包括ケア推進担当 課･担当 電話番号 075-822-3562
福祉・援護課 地域福祉・福祉のまち推進担当 075-414-4551
医療課 医務・看護担当 075-414-4749

健康福祉－１－(5)



平成２４年度 当初予算案主要事項説明

健康福祉部

京都式地域包括ケア推進費
事 業 名 （総合リハビリテーション充実費）

予 算 額 １１６，７１９千円 新規・継続の別 新規・継続

１ 趣 旨

住み慣れた地域で安心して暮らせるよう、急性期から維持・生活期ま

で一貫した総合リハビリテーション提供体制を整備する。

２ 事業概要

（単位：千円）

事 業 内 容 予算額

連 地域リハビリコ 地域リハビリ支援センターに専門的なコー 17,500
携 ーディネート事 ディネーターを配置し、退院後リハの調整を

事 業 内 容 体 業費 支援するとともに、医療・介護・福祉の一体
制 的なサービスを実現

目 的 の

対 象 シ クリティカルパ クリティカルパスをIT化して、病院間の情 11,000
方 法 等 ス ス・ＩＴ活用病 報共有の迅速化を図ることにより、切れ目の

テ 診連携推進事業 ない医療ケアを進め、患者の早期社会復帰を
ム 費 実現
化

人 理学療法士等修 理学・作業療法士、言語聴覚士養成校の在 35,000
材 学資金貸与事業 学者への修学資金の貸与
確 費
保
・ リハビリ人材確 北部地域や介護系施設への就業フェアの開 13,219
育 保育成費 催、資質向上研修の実施
成

回復期リハビリ 回復期リハビリ病床を整備する際に必要と 20,000
施 病床整備促進費 なる機能訓練室等の整備に対して助成
設 【新規】
の
拡 訪問リハビリ事 在宅療養者が訪問リハビリサービスが受け 20,000
充 業所整備促進費 られる環境を整備するため、事業所開設に対

して助成

ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ支援ｾﾝﾀｰ ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ支援担当 075-251-5399
担当課名 医 療 課 医務・看護担当 課･担当 電話番号 075-414-4749

健康福祉－１－(6)



平成２４年度 当初予算案主要事項説明

健康福祉部

療養病床あんしん確保対策事業費事 業 名

継 続予 算 額 新規・継続の別２５，０００千円

１ 趣 旨

療養病床の入院患者に必要な医療・介護サービスを確保するため

のセーフティネットとして、必要な療養病床の確保を図る。

２ 事業概要

「がんばる医療療養病床」の支援事業内容

目 的

対 象 医療療養病床の維持を図る医療機関（医療区分１患

方法等 内 容 者の割合が病床数の４０％を超える場合）に対する

助成

５５，０００円／床・年
補 助

基準額

１／２補助率

担当課名 高齢者支援課 介護予防・認定担当 課・担当電話番号 075-414-4570

健康福祉－２



平成２４年度 当初予算案主要事項説明

健康福祉部

福祉医療制度充実費事 業 名

予 算 額 新規・継続の別 継 続７，５６１，８２５千円

１ 趣 旨

子育て支援医療助成等の福祉医療制度について、府民の医療に
係る経済的な負担を軽減し、府民の健康の保持・増進を図るため、
制度を拡充する。

２ 事業概要

（１）京都子育て支援医療助成の対象年齢の拡充

○通院に係る対象年齢を拡充（就学前 → ）小学校卒業

子育て家庭の医療に係る経済的な負担を軽減し、府民がで
きるだけ安心して子どもを産み育てられるようにするため、

※平成24年９月診療分から実施制度を拡充する。

事 業 内 容 【通 院】

目 的

対 象

方法等

（２）訪問看護療養費の助成対象化

在宅療養を行う府民の経済的な負担を軽減するため、訪問看
護療養費(訪問看護ステーションからの訪問看護)を福祉医療制

※平成24年９月診療分から実施度の対象とする。

＜参考＞各福祉医療制度の予算額
（単位：千円）

事 業 名 予 算 額

京都子育て支援医療助成費 1,497,899

母子家庭医療給付事業助成費 971,834

重度心身障害児(者)医療給付事業助成費 1,967,455

重度心身障害老人健康管理事業助成費 1,297,192

老人医療給付事業助成費 1,827,445

075-414-4576担当課名 課･担当 電話番号医療企画課 高齢者・福祉医療担当

健康福祉－３

０歳 １歳 ２歳 ３歳 ４歳 ５歳 ６歳

※金額は「一部負担金額（上限）」

改正案

１医療機関
２００円／月

３，０００円／月

対象年齢 小学１～６年生

１医療機関
２００円／月

３，０００円／月現　行

拡 充



平成２４年度 当初予算案主要事項説明

健康福祉部

後期高齢者医療特別対策事業費事 業 名

継続予 算 額 新規・継続の別７５０，０００千円

１ 趣 旨

平成２４・２５年度の保険料については、改定

により大幅な増加が見込まれるため、府に設置し

ている基金を活用することにより、高齢者の保険

料負担を軽減

事 業 内 容

２ 事業概要目 的

保険料増加抑制に必要な経費として、後期高齢対 象

者医療財政安定化基金を取り崩し、後期高齢者医方 法 等

療広域連合に交付することにより、保険料の大幅

な上昇を抑制

※前年度より250,000千円増額

基金は、国･京都府･広域連合が1/3ずつ拠出

075-414-4576担当課名 課･担当 電話番号医療企画課 高齢者・福祉医療担当

健康福祉－４



平成２４年度 当初予算案主要事項説明

健 康 福 祉 部
商工労働観光部

健康長寿日本一推進事業費事 業 名

新 規予 算 額 ４８３，０００千円 新規・継続の別

１ 趣 旨

オール京都で健康づくりに取り組む体制を構築し、乳幼児期から高齢

期に至るまで世代別の健康づくり対策を総合的一体的に展開

２ 事業概要

（１）こども健康管理情報システム構築費（60,000千円）

府民が自分の健診データ等を登録・蓄積し、自ら行う健康管理を支

事業内容 援するシステムを構築 【５－(1)】

目 的

（２）後期高齢者健康づくり対策強化費（80,000千円）対 象

健診受診率の向上や生活習慣病の重症化予防のための保健指導等方法等

、 【 】を重点的に実施し 後期高齢者の健康づくり対策を強化 ５－(2)

（３）生活習慣病予防事業費（13,000千円）

レセプトデータ等の分析結果に基づき、生活習慣病の中で最も受

診率が高い高血圧症に重点を置き、オール京都体制で対策を推進

【５－(3)】

（４）介護保険返戻地域活性化事業費（330,000千円）
へんれい

介護保険サービスを利用していない高齢者に保険料を返戻すると

ともに、地域の活性化に繋げるため、商店街等が発行する「プレミ

アム商品券」を交付【５－(4)】

高齢者支援課 介護計画・管理担当 075-414-4578
医療企画課 医療企画担当 075-414-4629

担当課名 高齢者・福祉医療担当 課･担当 電話番号 075-414-4576医療企画課
健康対策課 健康づくり担当 075-414-4724
貿易・商業課 商業・物流担当 075-414-4836

健康福祉－５



平成２４年度 当初予算案主要事項説明

健康福祉部

こども健康管理情報システム構築費事 業 名

新規予 算 額 ６０，０００千円 新規・継続の別

１ 趣 旨

地域ごとの生活習慣病や医療提供体制等の実態を把握し、地域の実情に応じ

た健康づくり施策や疾病対策の戦略的な推進を支援するとともに、府民が自ら

「 」 。健康管理を徹底することができる こども健康管理情報システム を構築する

２ 事業概要事業内容

目 的 （１）こども健康管理情報システムの構築（50,000千円）

対 象 ・府民が自分や家族の健康情報を登録し、健康管理に役立つ情報を受信・閲

方法等 覧するなど、自らの健康管理に活用するシステムを構築

・登録者の状況に応じて、健康管理に役立つ情報をメール等で発信

・健康・育児相談や日常的な診療・救急受診等の際に参照することが可能

（２）戦略的な健康づくりの支援（10,000千円）

・生活習慣病や医療提供体制等の実態を把握し、地域ごとに有効と考えら

れる健康づくり施策の立案、住民への保健指導の重点化、適切な医療提供

体制の整備等を支援

担当課名 医療企画課 医療企画担当 課･担当 電話番号 075-414-4629

健康福祉－５－(1)



平成２４年度 当初予算案主要事項説明

健康福祉部

後期高齢者健康づくり対策強化費事 業 名

予 算 額 新規・継続の別 新規８０，０００千円

１ 趣 旨

健診受診率向上、生活習慣病の早期発見・治療等に取り組むこ

とにより、生活習慣病の重症化を防ぎ、高齢者の健康を保持・増

進するとともに、安定的で持続可能な保険制度を維持するため、

後期高齢者の健康づくり対策を強化

事 業 内 容

２ 事業概要目 的

（１）後期高齢者生活習慣病重症化予防事業（20,000千円）対 象

健診受診率等から選定した、重点的に取り組む必要がある地方法等

域において、府・後期高齢者医療広域連合・市町村等が連携・

協力し、受診率向上の取組や、健診結果等に基づいた保健指導

等を実施

（２）後期高齢者健診事業助成（60,000千円）

後期高齢者の健診受診率の向上を図るため、後期高齢者医療

広域連合を通じて、市町村の健診事業に対し助成

075-414-4576担当課名 医療企画課 高齢者・福祉医療担当 課･担当 電話番号

健康福祉－５－(2)



平成２４年度 当初予算案主要事項説明

健康福祉部

生活習慣病予防事業費事 業 名

新 規予 算 額 １３，０００千円 新規・継続の別

１ 趣 旨

レセプトデータ等の分析結果に基づき、生活習慣病の中で最も受診率

が高い高血圧症に重点を置き、オール京都体制で対策を推進する。

２ 事業概要

事業内容 （１）高血圧対策事業の実施（10,000千円）

○ 保健所において減塩や適度な運動など、高血圧症を予防するため

の取組を実施する。目 的

○ 最も改善効果が見られたグループ・個人をイベントで表彰するな対 象

ど、広くアピールすることにより、府民への浸透を図る。方 法 等

「 」 （ ）（ ）２ オール京都による きょうと健康長寿推進府民会議 の開催 3,000千円

○ 「きょうと健康長寿推進府民会議」で保健所の事業をバックアップ

するとともに、取組の効果を検証し、府内全域への普及策を検討

○ 参画団体：学識経験者、市町村、保険者、民間企業、ＮＰＯ、職能

団体等

担当課名 健康対策課 健康づくり担当 課･担当 電話番号 075-414-4724

健康福祉－５－(3)



平成２４年度 当初予算案主要事項説明

健 康 福 祉 部

商工労働観光部

介護保険返 戻地域活性化事業費事 業 名
へんれい

新規・継続の別 新規予 算 額 ３３０，０００ 千円

１ 趣 旨

介護保険サービスを利用していない高齢者やその家族の長年にわ

たる健康維持の努力等に報いるとともに、併せて地域の活性化に繋

げるため、商店街等が発行する「プレミアム商品券」を保険料の返

戻分として交付する。

２ 事業概要

交付【京 都 府】

【 】交付対象となる高齢者

事 業 内 容 ① 介護保険料の一部を返戻する

目的で、商店街等が発行する

目 的 「プレミアム商品券」を交付 消費（買物）

対 象 （３万円＋プレミアム分）

【京都府内の商店街等】方 法 等 助成

② プレミアム商品券の発行支援

プレミアム商品券を発行

【 交付対象高齢者」の要件】「

① 基準日に府内市町村が介護保険者であり、かつ、満90歳であること

(初年度は90歳以上全て)

② 基準日前の10年間に介護保険サービスの利用実績がないこと

（介護保険の利用はないが医療療養病床等の長期入院者を除く）

③ 府内市町村において、介護保険料の滞納がないこと

高齢者支援課 介護計画・管理担当 075-414-4578

貿易・商業課 商業・物流担当 075-414-4836
担当課名 課･担当 電話番号

健康福祉－５－(4)



平成２４年度当初予算案主要事項説明
健 康 福 祉 部
商工労働観光部
農 林 水 産 部

京都式生活･就労一体型支援事業費事 業 名

新規予 算 額 ３５１，２３６千円 新規・継続の別

１ 趣 旨

生活保護と就労支援の連携を一層強化するため、自立就労
をサポートする機能を拡充し、働く意欲のある生活保護受給
者等の就労を総合的に支援

２ 事業概要

（１）就労サポート機能の拡充（147,500千円）
・京都府パーソナル・サポートセンターの機能を強化し「京都自立就労

サポートセンター（仮称 」を創設）

生活・就労支援機関との連携機能、段階的支援の推進機能を附加

事業内容

（２）段階的支援の強化目 的

・生活改善・社会訓練に向けた取組（84,636千円）対 象

①日常生活等自立支援方 法 等

地域拠点を設置し、日常生活自立に向けたコミュニケーションづ

くりや就労体験への支援を実施

②就労体験事業
農園等で就労体験機会を提供

・技能・基礎能力習得に向けた取組（110,500千円）
①京都式ＣＳＲ型ステップアップ事業

社会貢献に取り組む企業等での試用雇用を実施

②ジョブトライ事業
企業での短期実習を実施

③技能系資格取得訓練、スキルアップ訓練
技能系（フォークリフト、玉掛け等 、スキルアップ訓練）

・貧困の連鎖を断ち切る取組（8,600千円）
生活保護世帯の中学生を対象とした居場所づくりを実施

福祉・援護課 生活保護医療担当 075-414-4557
担当課名 総合就業支援室 京都ジョブパーク担当 課･担当 電話番号 075-682-8913

緊急経済・雇用対策課 075-414-4872
担い手支援課 新規就業・金融担当 075-414-4902

健康福祉－６



平成２４年度当初予算案主要事項説明
健康福祉部

生活福祉相談･就労支援事業費事 業 名

新規・継続の別 継続予 算 額 ３３４，１５１千円

１ 趣 旨

生活困窮者の抱える様々な相談を一元的に受け付ける生活就労相談窓

口を設置し、生活保護や生活福祉資金貸付けの申請から、就労・自立ま

での継続的な支援を実施

２ 事業内容

（単位：千円）

事業内容

項 目 事 業 内 容 予算額

目 的

就労支援員 57,929対 象 ・被保護者等の希望や能力を活かし、

方 法 等 再び自立した生活が営めるよう支援を（ ）福祉事務所に配置

実施

41,426求人開拓員配置 ・被保護者の職歴や生活状況を踏まえ

た企業の開拓及び求人情報の被保護者（ ）福祉事務所に配置

への提供

119,186キャリアカウンセラー ・被保護者の個別状況に応じたカウン

配置 セリング及び就労意欲の喚起

（ ）福祉事務所に配置

115,610相談員配置 ・離職者等の生活相談を受け、生活保

護申請や生活福祉資金の申請等支援の（府社協、市町村社

実施協に配置）

福祉･援護課 地域福祉･福祉のまち推進担当 075-414-4551
担当課名 課･担当 電話番号

生活保護医療担当 075-414-4557
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平成２４年度 当初予算案主要事項説明

健康福祉部

家族の絆ふれあい発信事業費事 業 名

３，０００千円 新規予 算 額 新規・継続の別

１ 趣 旨

「 」 、京都発！手紙でむすぶ家族ふれあい大賞 第10回記念行事を開催し

家族の絆や思いやり・支え合いの心について考え、その大切さを京都か

ら全国に発信

事業内容

２ 事業概要目 的

（１）開催時期 平成24年秋頃対 象

（２）開催場所 京都市内方 法 等

（３）内 容

・第10回「京都発！手紙でむすぶ家族ふれあい大賞」表彰式

・記念講演（テーマ：家族の絆等）

・歴代受賞者、ふれあい大賞関係者等によるリレートーク など

担当課名 こども未来課 企画担当 課・担当 電話番号 075-414-4591

健康福祉－８



平成２４年度 当初予算案主要事項説明
文化環境部

健康福祉部

子育て支援総合対策費事 業 名

新規・継続の別 継続予 算 額 １，９０３，２９９千円

１ 趣 旨

保育所の整備等による待機児童の解消を図るとともに、育児不安・負

担の軽減等、社会全体で子育てを応援する総合対策を実施

２ 事業概要

（単位：千円）

事業名 内容 予算額

子育て支援特別対 保育所の創設・増設による量的整備、耐 1,737,468事業内容

策費 震化等（25箇所、650名の定員増）

目 的

対 象 保育ママ支援事業 待機の多い３歳未満児を対象とした家庭 37,794

方 法 等 費 的保育を支援(８箇所、35名の定員増)

安心保育推進事業 事業所内保育施設の整備・運営に対する 34,337

費 支援（４箇所）

未入園児一時保育 保育園、幼稚園において子育て家庭が登 90,700拡

事業費 録し、相談事業や一時保育を実施

みんなでつくる子 子育て応援パスポートの利活用や育児の 3,000

育て応援推進費 日の普及・啓発を促進

計 1,903,299

文教課 幼稚園・専修学校担当 075-414-4517担当課名 課・担当 電話番号
こども未来課 子育て支援担当 075-414-4581
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平成２４年度 当初予算案主要事項説明

文化環境部

健康福祉部

未入園児一時保育事業費事 業 名

新規・継続の別 継続予 算 額 ９０，７００千円

１ 趣 旨

保育園、幼稚園に在宅で育児を行う保護者を登録し、相談事業を実施

するとともに、保育園での一時保育を推進

２ 事業概要

登録制の導入による相談事業（56,900千円）事業内容 （１）

・保育園・幼稚園に在宅で育児を行う保護者を登録目 的

・登録した保護者を対象に相談事業等を実施対 象

・事業類型の増加により、中山間地域等においても身近な子育て拠点方 法 等

の設置を促進

一時保育の拡充（33,800千円）（２）

・登録した保護者の子どもの一時預かりを保育園で土日に実施

・現行の預かり時間を延長することにより、子育て家庭のニーズに

合わせた一時預かりを充実

文教課 幼稚園・専修学校担当 075-414-4517
担当課名 課･担当 電話番号こども未来課 企画担当 075-414-4591

健康福祉－９-(1)



平成２４年度 当初予算案主要事項説明

健康福祉部

婚活ネットワークフェスタ開催費事 業 名

新規・継続の別 新 規予 算 額 ２，０００千円

１ 趣 旨

府内各地域で婚活支援に取り組む市町村、ＮＰＯ等活動の活性化を図

り、広域的なネットワークの連携強化と新規団体の加入を促進し、府内

の婚活支援体制を整備

２ 事業概要事業内容

（１）婚活イベント（出会いの場）の実施目 的

婚活支援に取り組む市町村、ＮＰＯ等と協働し、婚活イベントを実施対 象

方 法 等

（２）ネットワークの連携強化

・各団体の情報共有、共同企画などの連携・協働を促進

・企画立案力の向上に向けた、アドバイザーによる個別支援等

（３ “お墨付き”による活動促進）

各イベントを府が持つ信頼感・ブランド力で支援し、ネットワーク

会議への新規加入を促進

担当課名 こども未来課 子育て支援担当 課・担当 電話番号 075-414-4581
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平成２４年度 当初予算案主要事項説明

健康福祉部

不妊治療給付等事業費事 業 名

予 算 額 継続２４２，３７３千円 新規・継続の別

１ 趣 旨

、妊娠・出産や不妊・不育に関する専門的な相談支援を行うとともに

不妊治療を受けるための経済的負担を軽減するため、治療に要する費

用に対し助成

２ 事業概要

（１）不妊治療給付事業助成（240,873千円）

区 分 不妊治療給付事業 特定不妊治療助成事業事 業 内 容

目 的

対 象 対象治療 保険適用の治療、人工授精 体外受精、顕微授精

方法等

自己負担額の１／２

給付上限 上限６万円 15万円／回

人工授精は上限10万円

（ ）回数制限 なし ２回／年 １年目は３回／年

※通算５年で10回

所得制限 なし 夫婦合算730万円未満

（２）妊娠出産・不妊相談事業（1,500千円）

府立医科大学附属病院に相談員を配置し、妊娠や不妊・不育に悩

む方に電話相談を実施するとともに、希望者には産婦人科医等によ

る面接相談を実施

担当課名 こども未来課 子育て支援担当 課･担当 電話番号 075-414-4581

健康福祉－11



平成２４年度 当初予算案主要事項説明

健康福祉部

妊婦健康診査支援特別対策費事 業 名

新規・継続の別 継続予 算 額 ７３３，０００千円

１ 趣 旨

市町村が実施する妊婦健診について、１４回に拡充するために必要な

経費を助成

２ 事業概要

「京都府こども未来基金」を活用し、経費の1/2を市町村に対し補助

事業内容

目 的 ＜20年度まで＞ ＜21～24年度＞

対 象

方 法 等 ９回 ９回

個人負担又は

市町村任意助成 市町村 1/2府 1/2

５回 ５回

市町村 市町村

担当課名 こども未来課 子育て支援担当 課･担当 電話番号 075-414-4581

健康福祉－12



平成２４年度 当初予算案主要事項説明

府民生活部
健康福祉部

ドメスティック・バイオレンス対策事業費事 業 名

新規･継続の別 継 続予 算 額 １４，６７３千円

１ 趣 旨
家庭支援総合センター（配偶者暴力相談支援センター）を中心に市町村や関係機

関の連携、協力のもと被害者の相談、保護、自立支援等を実施

２ 事業概要

区 分 内 容 所 管

ＤＶ相談支援センターを府南部・北部に設置Ì
相 談 窓 口 ＤＶ専用電話相談の実施Ì

（4,826千円） 夜間・休日相談の窓口設置 健康福祉Ì
婦人相談員の配置・研修（二次被害防止）Ì
市町村相談員等に対する研修Ì

事業内容 専門的指導の確保 心理療法士によるカウンセリング 健康福祉Ì
（3,000千円）

目 的
対 象 一時保護委託先の確保（母子生活支援施設等）Ì
方 法 等 一 時 保 護 機 能 保育士の配置（同伴児対策） 健康福祉Ì

（3,916千円） 民間シェルターと連携・協力した被害者支援Ì

自立支援グループワークの実施 府民生活Ì

通訳の派遣（外国人被害者への対応）Ì
被害者の自立支援 診断書料の給付（保護命令申立て、就職時の健康 健康福祉Ì
（1,644千円） 診断等）

「 」Ì被害者の地域生活を支援する 地域生活サポーター
の養成

配偶者等からの暴力に関するネットワーク京都会Ì
協 力 機 関 の 議の運営（民間支援機関との連携、一時保護所退 府民生活
連 携 ・ 協 力 所先の確保・迅速な広域連携） 健康福祉

（384千円） 福祉施策の円滑な適用（生活保護等）Ì
ＤＶ相談支援センター機能の広報啓発Ì

府民生活啓 発 ＤＶ啓発カードの作成・設置Ì
（903千円） 啓発講座Ì

男女共同参画課 企画・推進担当 075-414-4291
担当課名 課・担当 電話番号

家庭支援課 家庭福祉担当 075-414-4582

健康福祉－13



平成２４年度 当初予算案主要事項説明

文化環境部
健康福祉部

児 童 虐 待 総 合 対 策 事 業 費事業名

予算額 新規・継続の別 継 続２６１，７００千円

１ 趣 旨
急増・困難化する児童虐待に迅速かつ的確に対応するため、関係機関と連

携を図り、未然防止、早期発見・早期対応、再発防止に至るまで、一貫した

施策を総合的に推進

２ 事 業 概 要

（１）社会全体での目配り（42,100千円）

医療機関連携や地域団体・民間ＮＰＯ等の見守り支援体制充実

▲

虐待防止のための広報・啓発の強化 等

▲
事 業 概 要

（２）育児負担の軽減（96,700千円）

目 的

対 象 未入園児一時保育事業の充実［再掲］

▲

方 法 等 こんにちは赤ちゃん事業の推進

▲

母子保健と福祉の機能連携の具体化 等

▲

（３）要保護児童対策地域協議会との連携強化（65,179千円）

要保護児童対策地域協議会の取組強化

▲

要保護児童対策地域協議会と児童相談所におけるケース共有化

▲

事案に応じた見守りルールの明確化 等

▲

（４）児童相談所等の機能強化（57,721千円）

児童相談体制の充実

▲

市町村職員等研修充実

▲

市町村への専門家助言、派遣支援

▲

児童相談所一時保護機能の充実 等

▲

文教課 幼稚園・専修学校担当 075-414-4517
担当課名 こども未来課 子育て支援担当 課・担当 電話番号 075-414-4727

家庭支援課 家庭福祉担当 075-414-4582
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平成２４年度 当初予算案主要事項説明

健康福祉部

母子家庭等自立支援費事 業 名

新規・継続の別 継続予 算 額 ３６７，４８２千円

１ 趣 旨
母子家庭の母等に対し、安定した収入を得て自立した生活が送ることが

できるようジョブパーク等と連携して就労・生活支援を実施

２ 事業概要

区 分 事 業 内 容

高等技能訓練 資格取得を目的に修学する母子家庭の母等に支給する

促進給付金事業 給付金

323,033千円 ・対 象 看護師等資格取得養成機関(看護師・介護（ ）

福祉士･保育士･理学療法士･作業療法士)に事業内容
修学する者

目 的 ・支給単価 月額 100千円

対 象 ・支給期間 修学期間の全期間

方 法 等

母子家庭等就職 母子家庭等自立支援センター等において職業訓練等を

支援保育サービ 実施する際に、保育ルームを設置し、参加しやすい環境

ス事業 を整備

（5,138千円）

母子家庭就職活 母子家庭の母等が就業しやすい求人先の情報収集や求

動支援事業 人要請の協力依頼等を実施

（6,000千円）

母子家庭等就職 福祉事務所等に訪問支援員を配置し、母子家庭の母等

支援訪問事業 に対する戸別訪問等を含めたきめ細やかな相談対応等

（10,308千円）

母子家庭等自立 母子家庭の母等に対してジョブパーク及びマザーズジ

支援センター事 ョブカフェ等と連携した就労相談の実施等

業等

（23,003千円）

担当課名 家庭支援課 母子・父子担当 課･担当 電話番号 075-414-4585

健康福祉－15



平成２４年度当初予算案主要事項説明

健康福祉部

難 病 患 者 支 援 事 業 費事 業 名

予 算 額 新規・継続の別 継続６９，１１４千円

１ 趣 旨

難病患者の相談・支援をはじめ、在宅療養中の重症難病患者に

対する療養支援等を実施

２ 事業概要事 業 内 容

（１）難病相談・支援センターの運営目 的

宇多野病院に難病相談・支援センターを設置・運営し、難病対 象

患者等の相談を実施方法等

（２）在宅重症難病患者に対する支援

療養生活用機器の貸出や入院受入体制の整備など、在宅療養

中の重症難病患者に対する療養支援を実施

（３）小児慢性特定疾患児に対する支援

日常生活用具の購入助成や医師による専門相談など、在宅療

養中のこどもに対する療養支援を実施

こども未来課 子育て支援担当 075-414-4727
担当課名 課･担当 電話番号

健康対策課 感染症・疾病担当 075-414-4725
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健康福祉部

１　趣　　旨

２　事業概要

▲
▲

▲
▲

  肝炎治療に係る普及啓発

方法等

事業内容

対 象
目 的

肝炎検査の実施

普及啓発の実施

国
１／２

府
１／２

３０％

健康福祉－17

担当課名 健康対策課　感染症・疾病担当

健康保険（国保等）負担

224肝炎対策協議会の開催

課・担当電話番号

  肝炎診療の充実及び向上等に係る協議

354,525

負担

公費助成

075-414-4734

医療費の助成

７０％

132

○ウイルス性肝炎（Ｂ型・Ｃ型）を早期に発見するため、検
査体制を強化

○ウイルス性肝炎治療に効果が高いインターフェロン治療等
に係る医療費を助成することにより、早期治療、肝がんを予
防

患者

内　　容

4,012

　Ｂ型及びＣ型ウイルス肝炎のインターフェロン
治療等に係る医療費の助成

  保健所、医療機関における肝炎無料検査

（単位：千円）

事業費

平成２４年度当初予算案主要事項説明

事業名

予算額 ３５８，８９３千円 新規・継続の別 継続

肝 炎 対 策 費



平成２４年度 当初予算案主要事項説明

健康福祉部

子宮頸がん予防ワクチン等接種促進助成事業費事 業 名

継続予 算 額 １，１００，３２３千円 新規・継続の別

１ 趣 旨

子宮頸がん予防ワクチン、ヒブワクチン、小児用肺炎球菌ワ

クチンの接種を促進するため 「京都府子宮頸がん予防ワクチン、

等接種促進基金」を活用し、市町村が実施する子宮頸がん等予

防ワクチンの接種促進事業に対して助成

２ 事業概要事 業 内 容

目 的

対 象 子宮頸がん予防 小児用肺炎球菌
ヒブワクチン

方 法 等 ワクチン ワクチン

実施主体 市 町 村

対 象 ０歳から４歳の乳幼児
中学１年生から

高校１年生の女子

負担割合 府１／２ 市町村１／２ 自己負担なし

健康対策課 健康づくり担当 075-414-4724
担当課名 課･担当 電話番号感染症・疾病担当 075-414-4734
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平成２４年度 当初予算案主要事項説明

健康福祉部

がん対策推進事業費事 業 名

新規・継続の別 新規・継続予 算 額 ４６６，４１４千円

１ 趣 旨
「がん対策推進府民会議」を核に、検診受診率の向上等の府民運動を

展開するとともに、がん診療拠点病院等におけるがん対策の取組みの強
化や緩和ケアの推進など医療提供体制の充実を図る。

（ ）
２ 事業概要

単位：千円

内 容 予算額

がん対策推進府民会 ○府全体でがん対策を推進するために、保健医療 1,500

議の運営 団体、企業、患者団体等が参画する会議を運営

予 防

がん予防の推進 ○各保健所において府民参加型の予防事業を実施 3,000

受動喫煙防止対 ○受動喫煙防止の具体的な取組みの推進や条例化 1,000

策の推進 新規 に向けた検討の実施事業内容 【 】

目 的

対 象 子宮頸がん予防 ○市町村が実施する子宮頸がん予防ワクチンの接 259,914

方 法 等 ワクチン接種の 種促進事業に対する助成

促進(再掲)

早期発見

100万人がん検診 ○府民会議参画団体等と協働し、ポイントカード 15,000

啓発の推進 を配布して、検診受診を促進するなど、受診率

【拡充】 向上に向けた取組みを実施

医療体制の充実

がん診療連携拠 ○がん診療連携拠点病院における地域医療従事者 99,000

点病院機能強化 への研修等、がん対策の取組強化に対する助成

緩和ケアの推進 ○府立医大附属病院に緩和ケア病棟を整備 74,000

【新規】

情報提供

相談機能の強化 ○府立医大相談支援センターに臨床心理士を配置 3,000

がん登録 ○がん登録を実施し、罹患率等の分析を実施 10,000

健康対策課 健康づくり担当 075-414-4724
担当課名 課･担当 電話番号がん対策担当 075-414-4739

感染症・疾病担当 075-414-4734
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平成２４年度 当初予算案主要事項説明

健康福祉部
医 科 大 学

総 合 医 師 確 保 対 策 費事 業 名

１，２９０，７８９千円 新規・継続予 算 額 新規・継続の別

１ 趣 旨
医師の確保が困難な地域等における医療体制を確保するため、平成

２３年度に設置した「京都府地域医療支援センター」を活用し、オール
京都体制で、総合的な医師確保対策の充実・強化を図る。

２ 事業概要
◎ 医師バンク等の充実 900,938千円
(1) 地域医療支援センターの運営（60,000千円）

府内の大学、医療機関等と連携した、医師のキャリア形成支援

△

京都式キャリアパスを通じた医師確保

△

医師確保が困難な地域への医師のあっせん

△

女性、退職医師の復職支援

△

(2) 地域医療支援ｾﾝﾀｰ京都大学ﾌﾞﾗﾝﾁの設置（10,000千円 【20－(1)】）
事業内容 (3) 中堅医師の確保 （86,000千円）

地域医療従事医師に対する研修・研究支援

△
「特命病院助教」の設置 〈医科大学〉目 的

△
(4) 指導医の確保 （90,631千円）対 象

指導医の派遣経費を派遣元病院に対して補助方 法 等

△

医師確保助教枠の設置〈医科大学〉

△

〈医科大学〉(5) 若手医師の確保 （652,882千円）

(6) 医師バンク等の運営費 （1,425千円）

◎ 地域医療を担う若手医師の育成 166,044千円

(1) 地域医療人材育成推進（57,344千円）

(2) 北部勤務医師の府内医科大学院学費免除制度（12,000千円）

(3) 地域医療体験プログラム推進（8,500千円）

(4) 地域医療確保奨学金制度 （88,200千円）

貸与対象者 専門研修医、臨床研修医、大学院生、大学生

貸 与 額 月額１５万円

(産婦人科、小児科等の特定診療科は月額５万円加算)

貸 与 枠 ４７名

◎ 救急勤務・産科医等確保支援 223,807千円【20－(2)】
・地域の救急勤務医、産科医等の確保に対する補助

京都府立医科大学 管理課 075-251-5211
担当課名 健康福祉部医療課 地域医療担当 課・担当 電話番号 075-414-4744

府立病院担当 075-414-4750〃
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平成２４年度 当初予算案主要事項説明

健康福祉部

地域医療支援センター京都大学ブランチ設置費事 業 名

１０，０００千円 新規予 算 額 新規・継続の別

１ 趣 旨

京都大学における地域医療の推進拠点として、府内の地域医療に貢献

する人材育成を図るため、京都府地域医療支援センターのブランチを

設置し、京都大学における地域医療対策の取組みを進め、地域医療に

従事する医師を安定的に確保する。

２ 事業概要事業内容

(1) 医療対策協議会、支援センター運営会議への参画目 的

(2) 支援センターキャリアパスプランを活用した医師人材育成や安定的対 象

な医師人材の確保等方 法 等

(3) 地域医療人材育成に資する医療機器の整備・活用指導等

(4) 地域医療セミナー等による意識啓発や府内医療機関での実習の検討

(5) 支援センター、府立医大との協働による研修医リクルート活動

担当課名 医療課 地域医療担当 課・担当 電話番号 075-414-4744

健康福祉－20－(1)



平成２４年度 当初予算案主要事項説明

健康福祉部

救急勤務医・産科医等確保支援事業費事 業 名

２２３，８０７千円 継 続予 算 額 新規・継続の別

１ 趣 旨

地域の救急及び産科医療を確保するため、救急勤務医、産科医等に対

する支援を実施するなど、地域医療体制の充実を図る。

２ 事業概要

医師等への手当を支給する医療機関等（府立病院を含む）に対して、

支給額のうち2/3を補助

事業内容

救急勤務医手当目 的

【対象者】救急医療に従事する医師対 象

休日昼間 13,570円（医師一人・救急勤務一回につき）方 法 等 Ì

夜 間 18,659円（ 同上 ）Ì

分娩取扱手当

【対象者】産科・産婦人科医師及び助産師

取扱１件 10,000円Ì

産科後期研修医手当

【対象者】後期研修医で産科・産婦人科を選択する者

月 額 50,000円Ì

新生児医療担当医手当

【対象者】出生後集中治療室に入る新生児を担当する医師

新生児一人 10,000円Ì

担当課名 医療課 地域医療担当 課･担当 電話番号 075-414-4744
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平成２４年度 当初予算案主要事項説明

健康福祉部

事 業 名 医療施設耐震化推進事業費

予 算 額 ２，３１０，８６０千円 新規・継続の別 継 続

１ 趣 旨

地震災害等の発生時において、重篤な患者の集中が想定される災害拠

点病院や救命救急センター等の耐震化整備を推進

事業内容 ２ 事業概要

目 的 医療施設耐震化特例基金を活用し、府内の医療施設のうち未耐震の病

対 象 院が実施する耐震化のための新築建替、改築及び耐震補強工事に要する

方 法 等 経費に助成

３ 補助対象

京都府指定の災害拠点病院、救命救急センター(３次救急病院)、２次

救急病院のうち未耐震の病院 ７箇所

担当課名 医療課 地域医療担当 課･担当 電話番号 075-414-4744
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平成２４年度 当初予算案主要事項説明

健康福祉部

事 業 名 救急病院・社会福祉施設耐震化促進事業費

予 算 額 ３００，０００ 千円 新規・継続の別 新 規

１ 趣 旨

耐震化整備が未了の救急病院(救急告示病院及び輪番病院)及び社会福

祉施設に対して、大規模地震に対応できる耐震・改修工事に要する資金

を融資することにより、災害時の安心・安全の向上を図る。

２ 事業概要

事業内容 ▽ 救急病院・社会福祉施設耐震化整備資金融資制度の創設

目 的

対 象 融 資 対 象 救急病院及び社会福祉施設で、次の建物について耐震化

方 法 等 を図るために建替え又は耐震改修する場合の増改築資金

①耐震診断の結果、Is値0.6未満の建物

②未耐震と証明された建物(改築に限る)

【融資条件】

融 資 利 息：１.２％

融資限度額：２億円以内

融 資 期 間：１０年以内

融 資 枠：２０億円

担当課名
介護・福祉事業課 振興担当

課･担当 電話番号
075-414-4561

医 療 課 地域医療担当 075-414-4745
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平成２４年度当初予算案主要事項説明

健康福祉部

事 業 名 救急医療体制重点整備事業費

予 算 額 ２９４，２００千円 新規・継続 新規

１ 趣 旨

府内の救急医療を確保するために、高度救急医療体制、

災害時医療体制の重点的な整備を推進する。

２ 事業概要

事 業 内 容 （１） 救急医療体制整備事業（253,800千円）

目 的 ・府北部地域高度救急医療体制整備

対 象 ・２次救急医療機関の災害時対応能力強化

方 法 等

（２） 災害医療チーム体制強化事業（37,400千円）

・災害医療チームの活動用資機材、装備等を整備

（３） 府南部ドクターヘリ導入準備（3,000千円）

・府南部地域にドクターヘリを導入するための調査

担当課名 医 療 課 地域医療担当 課･担当 電話番号 075-414-4744
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平成２４年度当初予算案主要事項説明

健康福祉部

事 業 名
安 心 緩 和 医 療 推 進 費 （ 再 掲 ）

回復期リハビリ拠点整備事業費（再掲）

予 算 額 ３１３，０００千円 新規・継続 新規・継続

１ 趣 旨

府地域医療再生計画に基づくがん対策や総合リハビリテーションを

充実するなど、医療提供体制の整備を図る。

事 業 内 容 ２ 事業概要

目 的 （１）安心緩和医療推進費（74,000千円）

対 象 府立医大附属病院において緩和ケア病棟を整備し、がん治療にお

方 法 等 ける緩和ケアの充実を図る。

（２）回復期リハビリ拠点整備事業費（239,000千円）

回復期リハビリの拠点を整備することなどにより、総合リハビリ

テーション体制の充実を図る。

担当課名 健康対策課 がん対策担当 課･担当 電話番号 075-414-4739

ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ支援ｾﾝﾀｰ ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ支援担当 075-251-5387
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平成２４年度 当初予算案主要事項説明

健康福祉部

事 業 名 丹後地域医療特別整備費

予 算 額 ３４０，０００千円 新規・継続の別 新規・継続

１ 趣 旨

医療過疎が進む丹後医療圏において、地元医療関係機関等の協働・連

携を促進するとともに、人材育成と医療機関の機能向上を支援するこ

とにより、丹後医療圏の医療提供体制を強化

２ 事業概要

事業内容

目 的 （１）医師確保・定着特別対策 10,000千円

対 象

方 法 等 ・高度医療研修等キャリア形成の支援

（２）地域の医療提供体制の整備 330,000千円

・病院間搬送のネットワーク化

・診療所設備の高度化

・共同利用医療機器の整備【新規】

・病診連携システムの整備【新規】

担当課名 医療課 府立病院担当 課･担当 電話番号 075-414-4743
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平成２４年度 当初予算案主要事項説明

健康福祉部

事 業 名 中丹地域医療特別整備費

予 算 額 ３４８，８００千円 新規・継続の別 新規

１ 趣 旨

舞鶴市域において、東西バランスに留意しつつ、各病院の特色ある分

野の機能充実、病院間連携の強化を図り、中丹医療圏における舞鶴市

域の安定的な医療提供体制を確立

２ 事業概要

事業内容 【東地区の医療機能の強化】

目 的 （１）舞鶴医療センター機能強化事業（156,000千円）

対 象 ・脳卒中センター、周産期サブセンターとしての機能向上

方 法 等

【西地区の医療体制の充実】

（１）舞鶴赤十字病院機能強化事業（100,000千円）

・回復期病棟の整備、リハビリテーションセンターとしての機能充実

（２）舞鶴市民病院整備事業（10,000千円）

・療養病床に特化し、西地区に移築

（３） 緊急時放射線検査施設等整備事業（22,800千円）

・府域の検査機能を有する被ばく医療機関として、舞鶴赤十字に整備

【舞鶴こども療育センターの整備】

・舞鶴医療センター敷地内に移転、小児医療の充実（60,000千円）

担当課名
医療課 地域医療担当

課･担当 電話番号
075-414-4744

障害者支援課 福祉サービス担当 075-414-4569
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平成２４年度 当初予算案主要事項説明

健康福祉部

事 業 名 舞鶴こども療育センター整備費

予 算 額 ６０，０００千円 新規・継続の別 新規

１ 趣 旨

府北部における障害児医療の充実を図るために、障害児療育の

拠点施設としての舞鶴こども療育センターの機能を充実・強化

２ 事業概要

舞鶴こども療育センターを舞鶴医療センター敷地内に移転、小

事業内容 児医療の充実を図る。

目 的 Ì発達障害児への診断・療育機能の充実

対 象 Ì重度障害児等に対する訓練・療育機能を充実

方 法 等 Ì在宅障害児への支援強化

【建物概要】

●場 所

舞鶴医療センター敷地内

●建物面積

約4,150㎡

●主な施設

障害児入所・通所施設、外来診察・検査・相談部門、

地域療育等支援部門、舞鶴支援学校教室

担当課名 障害者支援課 福祉サービス担当 課･担当 電話番号 075-414-4569
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平成２４年度 当初予算案主要事項説明

健 康 福 祉 部
商工労働観光部

事 業 名 新 ゆ め こ う ば 推 進 事 業 費

予 算 額 １２０，０２０千円 新規・継続の別 新 規

１ 趣 旨

「ゆめこうば」出身事業所等により「ゆめこうば協議会」を設置し、

企業等のニーズに応じたサービスや製品を事業所が連携して提供す

る仕組みを構築して受注機会の拡大を図る。

また、一般企業等への就業が困難な在宅障害者の生活介護や作

業訓練等を継続して支援し障害者の自立と社会参加を図る。

２ 事業概要

◆ ゆめこうば協議会の設置・受注機会の拡大（3,000千円）

事 業 内 容 ○ゆめこうば協議会事業所製品等のＰＲ

目 的 ・事業所のサービスや製品を掲載したカタログ、試作品の作成等

対 象 ・コーディネーターが企業等を訪問し、製品等をＰＲ

方法等 ○共同受注システムの構築・運用

・ホームページを立ち上げ、企業からの発注情報と事業所の製品等の

情報を登録

・単独の事業所では受注困難な仕事を事業所が連携して受注できるよう

コーディネーターが調整

◆はあとふるジョブコーチ養成派遣・事業費（6,520千円）

○民間企業等において障害者の雇用を促進するため、はあとふるジョ

ブコーチを養成・派遣

◆ 在宅障害者の自立と社会参加の支援（110,500千円）

○「ゆめこうば」・障害者共同作業所出身事業所など自立支援

法に基づくサービス体系に移行した事業所への給付負担

担当課名
障害者支援課 社会参加担当

課･担当 電話番号
075-414-4603

総合就業支援室 障害者就労担当 075-682-8918
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平成２４年度当初予算案主要事項説明

健 康 福 祉 部

事 業 名 アールブリュッ都ギャラリー設置事業費

予 算 額 １，０００千円 新規・継続の別 新 規

１ 趣 旨

近年、障害者のアート作品やアートを活かした製品

が作成され、その種類も年々増加しているが、障害

者アートは、一般にあまり知られていないため、そ

の素晴らしさを周知するとともに、製品の販路を拡

事 業 内 容 大

目 的

対 象 ２ 事業概要

方 法 等 （１）「アールブリュッ都ギャラリー」の設置

・障害者アート作品の展示

・障害者アート作品、アートを活かした製品の販売

（２）設置場所

・既存のほっとはあと販売店やギャラリーなど

・常設及び期間型を展開

担当課名 障害者支援課 社会参加担当 課・担当 電話番号 075-414-4603
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平成２４年度 当初予算案主要事項

府民生活部

健康福祉部

事 業 名 自殺防止総合対策事業費（ハート＆ライフ事業）

予 算 額 １２０，０００千円 新規・継続の別 新規・継 続

１ 趣 旨

自殺者数が依然高い水準で推移している厳しい状況の中、地域にふ

さわしい支援をネットワークとして機能させることで、苦しい人に寄

り添い、支え、生きるための再チャレンジを支援するための総合対策

を推進

２ 事業概要 （単位：千円）

事 業 内 容 予算額

１ いのち支え隊 相談支援機関が連携し、臨床心理士など 6,500

相談事業 の専門家を中心として、悩みを抱えた人

事 業 内 容 の問題解決をサポート

目 的 ２ 重点モデル事 モデル地域を設定して、実態調査、居場 20,500

対 象 業の推進 所カフェの設置、ゲートキーパー等によ

方 法 等 る支援等、重点的な取り組みを実施

３ 自殺ストップ サポートチーム（専門家）による伴走支 41,400

センター等の 援、相談者を地域で支える拠点として保

充実強化 健所機能強化等

４ ＮＰＯ等民間 民間の自殺予防に取り組んでいる団体や 26,300

活動の支援 自死遺族支援団体への支援、市町村への

支援

◎「京のいのちを支えるネットワーク」の設立（17,800千円）

自殺対策を総合的に推進するための体制を、行政・保健・福祉・

商工等の関係機関により構成し、整備

◎ いのち支え隊府民運動の展開（7,500千円）

自殺対策条例の制定、「京・いのちの日（仮称）」の制定等を通し

て、府民一人ひとりが取組みに関わる府民運動を展開

消費生活安全センター 相談・情報担当 075-671-0030
担当課名

障害者支援課 認定・精神担当
課・担当 電話番号

075-414-4732
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平成２４年度 当初予算案主要事項説明

健康福祉部

事 業 名 高次脳機能障害対策事業費

予 算 額 １９，４００千円 新規・継続の別 新規

１ 趣 旨
高次脳機能障害者への医療から福祉、社会参加までの途切れのない支

援体制を整備

２ 事業概要
（単位：千円）

事 業 内 容 予算額

見 高次脳機能障害 ○高次脳機能障害専門の診療機能の充実・強化 3,000
立 専門外来の設置 を図るため、府立心身障害者福祉センター内
て での専門外来設置に向けた整備を行い、医療
る から福祉、社会参加までの途切れのないサー
・ ビスを実現
つ

事 業 内 容 な リハビリルーム ○高次脳機能障害者へ身体障害、記憶障害など 7,000
ぐ 等の改修・訓練 の症状からの復帰を支援するため、府立心身

目 的 機 機器の整備 障害者福祉センター内の作業療法室等の改修
対 象 能 及び訓練機器を整備
方 法 等

訓 訪問支援者の派 ○自ら医療、福祉のサービスを利用できない在 5,000
練 遣 宅高次脳機能障害者の生活を支えるため、
す ＰＳＷ等を派遣し、訪問支援を実施
る
機
能

そ 当事者・家族会 ○当事者・家族交流会の開催 1,400
の への支援、支援 ○医療、福祉、行政等の支援機関間のネットワ
他 ネットワークの ーク会議の開催

( 構築
支
え 支援コーディネ ○府リハビリテーション支援センター（支援拠 3,000
る ーターの配置 点機関）に高次脳機能障害支援コーディネー

) ターを配置し、相談（電話・面談）、研修、
機 情報提供及び啓発等を実施
能

担当課名 障害者支援課 認定・精神担当 課･担当 電話番号 075-414-4732
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平成２４年度 当初予算案主要事項説明

健康福祉部

事 業 名 障害者地域生活支援事業費

予 算 額 ８４６，５０９千円 新規・継続の別 継 続

１ 趣 旨

障害者の地域生活に対する支援策を実施

２ 事業概要

事業内容

目 的

対 象

方 法 等

計画・地域支援担当 075-414-4598

障害者支援課 認定・精神担当 075-414-4732担当課名
福祉サービス担当

課・担当電話番号
075-414-4596

社会参加担当 075-414-4603
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（単位：千円）

予  算  額

● 発達障害者支援事業費（一部再掲） 45,100

発達障害者に対する支援・相談を実施

・ 発達障害者支援センター「はばたき」（京田辺市）

・ 圏域支援センター（６箇所）

● 市町村地域生活支援事業費 650,247

● その他の事業 151,162

内             容

市町村が実施する相談支援、コミュニケーション支援、
日常生活用具給付事業等に対する補助

ＩＴ活用障害者就労支援事業費、中途失明者指導訓練
事業費、盲ろう者通訳介助員派遣事業費等



平成２４年度当初予算案主要事項説明

健康福祉部

事 業 名 障害者福祉サービス等利用支援事業費

予 算 額 １４７，２６２千円 新規・継続の別 継続

１ 趣 旨

障害者の在宅福祉サービス利用等における自己負担額の増加等に

対し、国制度を補完するため、府独自の支援策を実施

２ 事業概要

事 業 内 容 (単位：千円)

目 的 事 業 区 分 事 業 概 要 予算額

対 象
○自立支援医療

・負担上限を国基準の1/2
139,937

方 法 等 ・国制度にない所得階層を設定

・市町村民税課税世帯のうち一定

○補装具給付 の所得階層以下について負担上限 2,481

額を国基準の1/2に設定

・在宅福祉サービス、自立支援医

○総合上限制度 療、補装具給付を重複利用する場 1,253

合の合計負担額に上限を設定

○施設入所の知

的障害児(者) ・自己負担を３割から１割に軽減 3,591

の医療費

担当課名 障害者支援課 福祉サービス担当 課・担当 電話番号 075-414-4600
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平成２４年度当初予算案主要事項説明
健康福祉部

事 業 名 障害児福祉サービス等利用支援事業費

予 算 額 ２，７４０千円 新規・継続の別 継続

１ 趣 旨
障害児施設利用に係る保護者の急激な負担増に対し、子育て支援・激変

緩和の観点から、府独自軽減策を実施

２ 事業概要
◇ 利用者負担額＜例＞ 食費等実費負担含む

（単位：円／月）

階 層 区 分 府 国

市町村民税 母子家庭等 0 1,540

通 非課税世帯

低所得２ (障害年金1級等) 1,540 1,540

事 業 内 容 所
目 的 市町村民税 一般 (均等割のみ) 2,040

対 象 施 課税世帯

方 法 等 (8～16万円未満) 9,060 9,660

設
(16～23.5万円未満) 9,660

市町村民税 母子家庭等 0 1,000

入 非課税世帯

低所得２ (障害年金1級等) 1,000 1,000

所
市町村民税 一般 (均等割のみ) 2,000

施 課税世帯

(8～16万円未満) 9,000 10,300

設
(16～23.5万円未満) 10,300

※ 通所施設については、月22日利用の場合

※ 生活保護世帯については、負担０円

※ 市町村民税非課税世帯は、平成２２年度からｻｰﾋﾞｽ利用に係る利用者負担は

なくなるが、食費等実費負担は従前どおり

担当課名 障害者支援課 福祉サービス担当 課・担当 電話番号 075-414-4600
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平成２４年度当初予算案主要事項説明

健 康 福 祉 部
農 林 水 産 部

事 業 名 きょうと「食の安心・安全」確保事業費

予 算 額 ３６，２１３千円 新規・継続の別 継続

１ 趣 旨
多発する食品偽装や残留農薬等、府民の食への不安が高まる中、関係

部局が連携し、食品表示の適正化、食品衛生監視指導等を強化すること

により、府民の食への信頼の回復を図る。

２ 事業概要

○ 放射性物質検査（5,000千円）
国の食品中の放射性物質の規制値に対応した府内産農林水産物の放射

性物質検査を行い、その結果を公表することにより、食の安心・安全を

確保する。

○ 食品表示パトロール（2,000千円）
事業内容 産地偽装など食品表示に関する事件が多発する中、関係職員（農林水

目 的 産・健康福祉・府民生活）が合同巡回調査を実施することにより、違反

対 象 事実に効率的かつ迅速に対応し、食の安心・安全を確保する。

方法等

○ 食品衛生監視指導（15,388千円）
食品衛生推進員「京の食“安全見はり番”」等による自主衛生管理の推

進、食品衛生監視機動班による事業者への監視・指導の実施や食品等の

放射性物質、残留農薬、添加物等の検査体制を充実し、食の安心・安全

を確保する。

○ 食品検査（4,413千円）
府内に流通している食品等の検査を行い、その結果を定期的に公表す

ることにより食の安心・安全を確保する。

○ 遺伝子組換え食品検査（4,792千円）
ＤＮＡ検査機器により遺伝子組換え食品の分析を実施し、表示内容の

検査を行うことにより、食の安心・安全を確保する。

○ 拠点保健所業務管理基準(ＧＬＰ)導入（4,620千円）
ＧＬＰ(業務管理基準)の導入により、精度管理体制の構築、検証体制

の整備を図り、検査の信頼性を確保する。

生活衛生課 食品衛生担当 075-414-4773担当課名 電話番号食の安心・安全推進課 食の安全担当 075-414-5654
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